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・財務書類の作成基準日：平成３０年３月３１日
　（ただし、出納整理期間における現金の受払は、基準日までに終了
したものとして処理しています。）
・端数処理：表示単位未満を四捨五入、表示単位未満に端数が生じて
いるものは「０」と表示しています。そのため、下位項目との合計や
差額が一致しない場合があります。



　「公会計」とは、国や地方公共団体で行われている会計のことです。予算の適正か

つ確実な執行に資するよう、一会計年度の収支状況を明らかにすることに主眼が置か

れ、現金主義・単式簿記が採用されています。しかしながら、現金主義・単式簿記に

よる予算・決算制度は、発生主義・複式簿記を採用した企業会計と比べ、資産、負債

といったストック情報や減価償却費、引当金といったコスト情報が不足しています。

その不足を補うため、発生主義の概念を取り入れた財務書類を、総務省が示す「総務

省方式改訂モデル」により作成してきました。

　「総務省方式改訂モデル」は既存の「地方財政状況調査（決算統計）」を活用した

簡便な作成方法であり、固定資産に係る資産・負債の情報が不十分である点や、総務

省が示す財務書類の作成方式は「総務省方式改訂モデル」の他にも複数あり、他団体

との比較が十分に出来ない点等の問題点がありました。

　

　

　

　総務省は平成２７年１月に固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした「統

一的な基準による地方公会計マニュアル」を公表し、平成２９年度までに当該基準に

より財務書類を作成することを全ての地方公共団体に要請しました。このことにより、

全ての地方公共団体で統一基準により財務書類を作成することになり、他団体との比

較可能性が確保されるほか、資産・負債情報も正確に整備されることとなりました。　

　この統一的な基準による新しい財務書類から得られる情報を活用し、より安定した

財政運営に努め、また、市民の皆様に、市の財政情報をよりわかりやすく提供してい

きます。

統一的な基準による地方公会計制度について

これまでの公会計

これからの公会計（統一基準）

平成２８年度決算以降
（統一的な基準）

・固定資産台帳が整備
されたことで、資産情
報が正確に
・全国統一の作成基準
のため、他団体との比
較が可能に

総務省方式改定モデル
（平成２７年度決算以前）

・従来の会計を補完する
も、資産情報の正確性に
欠ける（固定資産台帳が
未整備）
・作成方式が複数存在す
ることで他団体との比較
が困難

従来の公会計

・単年度の現金情
報しか見えない

　（資産・負債情
報が見えない）
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　「財務書類」は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、

「資金収支計算書」の４表から構成され、資産や負債の状況、コストやその財源の状

況などの財務状況を企業会計の考え方（発生主義・複式簿記）を用いて作成する書類

です。

統一的な基準による財務書類

財務書類とは

• 市の保有する全ての資産や負債の現在高を表したもので、基準日（年度末）時

点における資産・負債・純資産の残高及び内訳がわかります。

貸借対照表（BS：Balance Sheet）

• 一会計年度中の費用（減価償却費など、現金収支を伴わないものを含む）

と収益の取引高を表したもので、市の行政サービスにいくらコストがかか

り、行政サービスに伴う収入（使用料、手数料など）がいくらかがわかり

ます。

行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement）

• 一会計年度中の純資産（及び内部構成）の変動を表したもので、純資産が

変動した要因がわかります。

純資産変動計算書（NW：Net Worth statement）

• 一会計年度中の現金の収入・支出をその性質により３つの区分（業務・投

資・財務）で表したもので、現金の動きがわかります。

資金収支計算書（CF：Cash Flow statement）

財務書類４表とは

「発生主義」とは
　実際の現金の収支がなくても、経済的事実の発生に着目して費用や収益を計

上する会計基準のことです。一方で、実際の現金の収支の発生時点で費用や収

益を計上する会計基準を「現金主義」といい、行政の会計基準として従来から

用いられています。
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　財務書類は、「一般会計等財務書類」、「一般会計等財務書類」に公営事業及び公営

企業の特別会計を加えた「全体財務書類」、「全体財務書類」に一部事務組合や第３セ

クター等を加えた「連結財務書類」の３つがあります。

財務書類４表の相互関係

資　産

負　債

純資産
臨時損益

純行政コスト

経常行政コスト

使用料・手数料など

純経常行政コスト

本年度資金収支額

投資活動収支

財務活動収支

資産評価差額等

本年度末純資産残高

前年度末純資産残高

純行政コスト

税収等・国県等補助金

本年度末資金残高

前年度末資金残高

本年度末現金預金残高

歳計外現金残高

業務活動収支

・貸借対照表 ・行政コスト計算書

・資金収支計算書
・純資産変動計算書

現金預金 臨時損益

経常行政コスト

使用料・手数料など

純経常行政コスト

対象となる会計の範囲

国民健康保険事業特別会計、交通災害共済事業特別会計、

公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、営

農飲雑用水事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高

齢者医療事業特別会計、水道事業会計

最上広域市町村圏事務組合、山形県市町村職員退職手当組合、山形県

後期高齢者医療広域連合、、山形県消防補償等組合新庄市土地開発公

社、一般財団法人新庄市体育協会、株式会社新庄卸売流通センター

連
　
結

全
　
体

一般会計等　　一般会計
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新庄市の貸借対照表

負債　17,533(△271)

固定負債　15,895(△367)

〇地方債　13,385(△262)

〇退職手当引当金　2,431(△56)

〇その他　80(△48)

流動負債　1,638(+96)

純資産　41,971(△313)

〇固定資産等形成分

　　　　　　58,583(△811)

〇余剰分　△16,612(+498)

〇１年以内償還予定地方債

　　　　　　　　　1,316(+76)

〇賞与等引当金　150(+12)

〇預り金　110(+14)

〇その他　62(△6)

流動資産　3,030(+174)

〇現金預金　801(+239)

〇未収金　66(+7)

〇短期貸付金　42(‐)

〇基金　2,067(△53)

〇棚卸資産　65(△18)

〇徴収不能引当金　△11(△1)

資産　59,504(△584)

固定資産　56,474(△758)

〇有形固定資産       

                 50,435(△872)

 ・事業用資産　20,602(+43)

 ・インフラ資産  28,636(△846)

 ・物品  1,198(△68)

〇無形固定資産　7(△4)

〇投資その他の資産   

                   6,031(+117)

 ・投資及び出資金  4,051(+25)

 ・投資損失引当金　△14(+1)

 ・長期延滞債権　162(‐)

 ・長期貸付金　444(△41)

 ・基金　1,415(+128)

 ・徴収不能引当金　△26(+5)

一般会計等貸借対照表

（平成30年3月31日現在）
（単位：百万円）

庁舎、市営住宅、

学校、保育園な

ど、市が事業を

行うための資産

返済期日が１年

を超える債務

将来発生する退

職手当見込額

翌年度に支払う

ことが予定され

る賞与のうち、

当該年度期間分

歳計外現金など

資産形成のため

に充当した資源

の蓄積額

費消可能な資源

の蓄積額

1年以内に返済

期間が訪れる

リース債務など

１年以内に返済

期日が訪れる債

務

リース債務など道路、橋梁、河

川、公園など市

民の社会生活の

基盤となる資産

公営企業、関連

団体への出資金

など

歳入の収入未済

額のうち、１年

を経過したもの

現金預金及び１

年以内に現金化

が可能な資産

歳入の収入未済

額のうち、１年

以内に発生した

もの

販売用土地（中

核工業団地）な

ど

歳入の収入未済

額のうち、回収

不可能見込み額

平成２９年度の一般会計の貸借対照表について見てみましょう

　一般会計について、市が所有する資産は５９５億円です。

　資産形成の財源として、将来返済する地方債などの負債が１７５億３千万円、これ

までの世代が負担した純資産が４１９億７千万円です。

　

※（　）内は対前年度増減額
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　基準時点（年度末）における市の財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）

を示すものです。市が現在どれだけの資産を所有し、その資産がどのような財源によ

り形成されたか、また、資産に対して将来世代の負担がどれだけあるかなどがわかり

ます。なお、「資産＝負債＋純資産」となります。

　

　

　左側（借方）が年度末において市が所有する資産を表し、右側（貸方）が資産を形

成するためにどのような資金調達を行ったかを表します。また、負債は翌年度以降に

支払う義務のある金額で、純資産はこれまで支払ってきた金額を表します。

　負債の額が増加し、純資産が減少していくと不健全な財政状況となっていきます。

負債の額が資産の額を上回り、純資産がマイナスの状態になると「債務超過」となり

ます。

　本市では資産が負債を大きく上回っていることから、健全な財政状況であると言え

ます。

　ただし、資産全体の８割以上を有形固定資産が占めており、それらに係る減価償却

費や維持管理経費などが経常費用として発生してくることに留意する必要があります。

　また、貸借対照表の計上項目の内訳については、附属明細書の２３ページ～２９

ページをご覧ください。

貸借対照表の見方は？

資　産

市が所有している
資産

負　債

将来世代の
負担

純資産

これまでの
世代の負担

資　産

市が所有している
資産

負　債

将来世代の
負担

純資産

これまでの
世代の負担

借方 貸方

市民一人当たりの資産額＝１６５万２千円（対前年度+４千円）
　資産額５９，５０４百万円÷住民基本台帳人口３６，０２８人（平成３０年３月３１日時点）
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新庄市の行政コスト計算書

平成２９年度の一般会計の行政コスト計算書について見てみましょう
　平成２９年度の会計期間中（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日）の経

常的な行政サービスにかかった経常費用（経常行政コスト）は１５８億９千万円で、

経常収益（使用料・手数料等の行政サービスの利用者負担額）を差し引いた純経常

行政コストは１５３億６千万円です。

　また、資産の売却などに係る臨時的な損益を加味した純行政コストは１５２億８

千万円です。

　

経常費用　15,885(+1,064)

〇業務費用　8,298(+567)
　・人件費　2,409(△174)
　　　職員給与費　1,918(△185)
　　　賞与等引当金繰入額　150(+12)
　　　退職手当引当金繰入額　－(‐)
　　　その他　341(△１)
　・物件費等　5,517(+630)
　　　物件費　3,556(+551)
　　　維持補修費　172(+38)
　　　減価償却費　1,789(+46)
　　　その他　－(△5)
　・その他の業務費用　373(+112)
　　　支払利息　144(△22)
　　　徴収不能引当金繰入額　37(△4)
　　　その他　192(+138)
〇移転費用　7,587(+497)
　・補助金等　3,681(+378)
　・社会保障給付　2,513(+58)
　・他会計への繰出金　1,392(+63)
　・その他　1(△2)

経常収益　528(△74)

純経常行政コスト　15,357(+1,138)

〇臨時損失　0(△7)
　・資産売却損　0(△7)
〇臨時利益　74(△77)
　・資産売却益　74(△77)

〇使用料及び手数料　234(△5)
〇その他　294(△69)

一般会計等行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日（単位：百万円）

翌年度6月に支給する期末勤勉手当見込額

純行政コスト　15,284(+1,209)

当該年度に繰り入れた退職手当引当金

消耗品費、光熱水費、委託料、使用料など

公共施設等の修繕費など

固定資産について、取得価額を法定耐用年数で除し
た額を費用として計上したもの

市債償還額のうち利子分

当該年度に繰り入れた徴収不能引当金

補助金、助成金、負担金

扶助費（障害者自立支援給付費、生活保護費など）

特別会計への繰出金

施設使用料などの利用者負担

財産貸付収入、雑収入など

災害復旧費や資産除売却損など臨時的に発生する経
費

資産の売却による収入が固定資産台帳価額を上回る
場合の差額など

※（　）内は対前年度増減額
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　行政コスト計算書は福祉や消防、教育などの行政サービスを行うために必要な費用

（コスト）の一覧表で、道路や公共施設などの整備や基金への積立など資産の形成に

かかる経費を除いた、会計期間中の行政サービスに使った費用・収益の取引高を明ら

かにすることを目的としたものです。この表により、コストの状況や行政サービスの

対価として得られた収入の状況などがわかります。

　前頁を見ると、新庄市の場合、「補助金等」に最も多くのコストがかかっているこ

とがわかります。これは、ごみ処理や常備消防などを一部事務組合（最上広域市町村

圏事務組合等）で行っていることから、一部事務組合への負担金が多額となっている

ためです。

　また、近年は子育て支援や障害者福祉、生活保護に係る経費が増加し続けているこ

とから「社会保障給付」に係るコストの割合が大きくなってきています。

　なお、行政コスト計算書を見る際の注意点として、引当金繰入額や減価償却費と

いった現金支出を伴わないコストが計上されている点や、税収や地方交付税等がサー

ビス対価の経常収益とみなされず計上されていない点があります。

　社会保障給付が増加し続けているにもかかわらず、その大きな財源となる国県支出

金が経常収益として計上されていないため、純行政コストを増大させる要因となって

います。

　また、行政コスト計算書の計上項目の内、「補助金等」の内訳については、附属明

細書の３０ページをご覧ください。

行政コスト計算書の見方は？

減価償却費とは

建物など固定資産は時間の経過とともに価値が減少していくことから、会計
上も同様に一定期間にわたり価値を減少させます。このことを「減価償却」と

いい、当該年度に減少させた分をコストとして計上したものが「減価償却費」

です。

市民一人当たりの経常費用（経常行政コスト）

＝４４万１千円（対前年度＋３万５千円）
　経常行政コスト１５，８８５百万円÷住民基本台帳人口３６，０２８人

市民一人当たりの純行政コスト

＝４２万４千円（対前年度＋３万８千円）
　純行政コスト１５，２８４百万円÷住民基本台帳人口３６，０２８人

　住民基本台帳人口は平成３０年３月３１日時点
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新庄市の純資産変動計算書

平成２９年度の一般会計の純資産変動計算書について見てみましょう
　平成２９年度の純行政コスト１５２億８千万円に対して、財源となる税収等や国県

等補助金などは１４９億４千万円ですので、本年度差額は△３億５千万円です。

　この本年度差額などにより、平成２９年度の純資産は平成２８年度末の純資産より

３億１千万円減少し、４１９億７千万円となりました。

　

前年度末純資産残高　42,284(+69)

〇純行政コスト　△15,284(△1,209)
〇財源　14,936(+780)
　・税収等　11,114(+257)
　・国県等補助金　3,822(+523)

本年度差額　△347(△428)

本年度純資産変動額　△313(△382)

〇固定資産等の変動（内部変動）

　・有形固定資産等の増加
　・有形固定資産等の減少
　・貸付金・基金等の増加
　・貸付金・基金等の減少
〇資産評価差額　0(‐)
〇無償所管換等　35(+47)
〇その他　－(-)

一般会計等純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日（単位：百万円）

行政コスト計算書の「純行政コスト」と一致

本年度末純資産残高　41,971(△313)

市税、税交付金、地方交付税、地方譲与税など

国・県支出金

有形固定資産等（有形固定資産、無形固定資産）及

び貸付金・基金等（投資その他の資産、流動資産の

うち短期貸付金及び基金）の増減額をそれぞれ計上

する。

有価証券等の評価差額

無償で譲渡または取得した固定資産の評価額

貸借対照表の「純資産」と一致

「純資産」とは、道路や公共施設などの資産（貸借対照表の借方）の取得のために、
これまでの世代が既に負担したものです。この表は貸借対照表の「純資産」が、会計

期間中にかかった純行政コストや税収等の収入、そして固定資産などの増減により、

１年間にどのように変動したかを表しています。

純資産変動計算書の見方は？

「本年度差額」はプラスかマイナスか　

　平成２９年度は「本年度差額」がマイナスになっています。これは、当年

度の行政サービスにかかったコストを当年度の財源（税収等及び国県等補助

金）でまかなうことが出来なかったということであり、将来世代へ負担を先

送りしたことを意味しています。

※（　）内は対前年度増減額
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新庄市の資金収支計算書

平成２９年度の一般会計の資金収支計算書について見てみましょう
業務活動収支が１１億３千万円、投資活動収支が△６億５千万円、財務活動収支が

△２億６千万円となり、合計して、本年度収支は２億２千万円となりました。平成２
８年度末の資金残高４億７千万円に本年度収支を合わせると、平成２９年度末資金残
高は６億９千万円となりました。
　

本年度資金収支額　225(+313)

〇前年度末資金残高　466(△88)

本年度末資金残高　691(+225)

〇前年度末歳計外現金残高　96(△13)

〇本年度歳計外現金増減額　14(+27)

〇本年度末歳計外現金残高　110(+14)

業務活動収支　1,129(△376)

〇業務支出　14,045(+1,012)
　・業務費用支出　6,458(+515)
　・移転費用支出　7,587(+497)
〇業務収入　15,175(+637)
　・税収等収入　11,082(+247)
　・国県等補助金収入　3,639(+433)
　・使用料及び手数料収入　234(△5)
　・その他の収入　220(△38)
〇臨時支出　－(‐)
〇臨時収入　－(‐)

投資活動収支　△648(△868)

財務活動収支　△256(△179)

〇財務活動支出　1,310(△3)
　・地方債償還支出　1,240(+8)
　・その他の支出　70(△11)
〇財務活動収入　1,054(△182)
　・地方債発行収入　1,054(△182)
　・その他の収入　－(‐)

〇投資活動支出　1,752(△883)
　・公共施設等整備費支出　863(△493）
　・基金積立金支出　369(△254)
　・投資及び出資金支出　25(△20)
　・貸付金支出　494(△117)
　・その他の支出　－(‐)
〇投資活動収入　1,104(△15)
　・国県等補助金収入　183(+90)
　・基金取崩収入　295(+123)
　・貸付金元金回収収入　535(△118)
　・資産売払収入　92(△109)
　・その他の収入　－(‐)

一般会計等資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日 （単位：百万円）

投資活動及び財務活動以外の業務の提供に関す
る活動に係る収支

本年度末現金預金残高　801(+239)

事業実施等に係る補助金・助成金・負担金、福

祉・医療・子育て・障害・生活保護などの扶助

費、他会計への繰出金

投資活動収入以外の国・県支出金

建物等の建設や用地取得、出資など資産形成に

係る支出、基金の積立・取崩しなどに伴う資金

の収支

公共施設等の整備に係る国・県支出金

市債発行額や市債の元金償還金等に係る資金の

収支

各資金収支の合計

形式収支（翌年度への繰越金）

貸借対照表の流動資産中「現金預金」と一致

リース債務の支払い

歳計外現金（一時的に預かる保証金等公金でな

いもの）の残高の動き

　

　一会計期間における現金の収支の状況を、業

務活動（投資活動及び財務活動以外の業務）、

投資活動（公共施設等整備）、財務活動（地方

債発行・償還等）の区分別に示したものです。

どのような活動に資金を必要とし、その資金を

どのように賄ったかを示しています。

　実際の現金の動きを示すので、市の決算書に

近い財務書類と言えます。

資金収支計算書の見方は？

人件費、物件費等、市債の支払い利息など

※（　）内は対前年度増減額
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財務書類から見えてくる市の財政状況

財政の持続可能性（健全性）

　ここでは、平成２９年度財務書類の数値を用いた様々な財政指標により市

の財政状況を分析します。
※比率の算定方法及び類似団体平均数値は、国の「統一的な基準による財務書類に関する調査」による）

　持続可能性は（健全性）は、財政に持続可能性があるか（借金などの負債と収支

のバランスはとれているか）という、財政運営に関する本質的な視点です。財務書

類においては発生主義により、引当金や未払金など全ての負債を捉えることができ

ます。

H28指標：６億５５２万円

　地方債などの元利償還金を除いた支出と、地方債発行（借入）などの借金による収

入を除いた収入のバランスを見る指標です。収支がプラスの場合は、借金に頼らない

事業実施が行われていることを示しています。

算定式：資金収支計算書上の業務活動収支※１＋投資活動収支※２

※１支払利息支出を除く、※２基金積立金支出及び基金取崩収入を除く

分析：平成２９年度の基礎的財政収支は６億９，９９９万円（対前年度＋９，４４７

万円）と黒字であり、収支は健全であると言えます。

　豪雪による除排雪経費の大幅な増加や、社会保障費などの増加により業務活動収支

は減少したものの、陸上競技場改修事業や本庁舎耐震補強事業などの大規模事業が減

少したことにより投資活動収支が増加したことで、基礎的財政収支は改善しました。

　類似団体平均と比較して良好な数値となっていますが、他の多くの地方公共団体と

同様に、収入の約６割を地方交付税や国県補助金などの依存財源が占めているため国

県の影響を受けやすい財政状況です。また、今後は明倫学区義務教育学校建設事業や

看護師養成所建設事業などの大規模事業が続きますが、良好な数値を保てるよう引き

続き行政コストの削減に努めます。

H29指標：６億９，９９９万円基礎的財政収支（プライマリーバランス）
（H28類似団体平均４億６，９２０万円）

　借入金残高等の実質的な債務に対し、各年度の償還可能財源（資金収支計算書等の

数値をもとに算出）を返済に充てた場合、どの程度の年数で償還可能かを示していま

す。債務償還可能年数が短いほど、債務償還能力が高いと言えます。

算定式：実質債務（将来負担額※１－充当可能基金残高）÷償還財源（業務収入等※２

－業務支出※３）
※１将来負担額及び充当可能基金残高については、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定方法

による。

※２業務収入は、資金収支計算書における業務収入（地方税、地方交付税等）による。また、業務収入

等は、「業務収入＋減収補補填債特例分発行額＋臨時財政対策債発行可能額」とする。

※３業務支出は、資金収支計算書における業務支出（人件費、物件費、補助金等）による。

分析：平成２９年度の債務償還可能年数は１１．８年（対前年度＋１．７年）となっ

ています。豪雪による除排雪経費などの大幅な増加により業務支出が増加したためで

す。

債務償還可能年数
（H28類似団体平均‐）

H29指標：１１．８年

H28指標：１０．１年
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世代間公平性

　この比率が高いほど、これまでの世代の負担によって資産を取得してきたことを意

味します。

　純資産の変動は、将来世代と現世代の間で負担の割合が変動したことを意味します。

純資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能な資源を費消して便益を得た

一方で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、逆に、純資産が増加すれば、

現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことになります。

算定式：純資産※÷資産合計
※貸借対照表の純資産及び資産合計

分析：平成２９年度の比率は７０．５％（対前年度＋０．１％）となり、類似団体平

均と同程度の率となっています。

　将来世代の負担に比べ、これまでの世代による負担が多くなっていることがわかり

ますが、今後、将来世代に過大な負担を残すことのないよう、引き続き行政コストの

削減、計画的な施設更新に努めます。

純資産比率
（H28類似団体平均７１．５％）

H29指標：７０．５％

H28指標：７０．４％

　社会資本等について、将来の償還等が必要な地方債（市債）等により形成されてい

る割合です。社会資本等形成に係る将来世代の地方債負担の比重を把握することがで

きます。　　

算定式：地方債残高※÷有形・無形固定資産合計
※附属明細書「地方債（借入先別）」。資本形成に充当されない臨時財政対策債、減税補填債等は除く。

分析：平成２９年度の比率は１５．３％（対前年度△０．２％）です。

　これまで、建設事業を行う際には、交付税措置のない市債の発行を必要最小限に抑

制してきたことで、類似団体平均より低い率となっています。今後は、明倫学区義務

教育学校建設事業や看護師養成所建設事業など多額の市債発行を伴う大規模事業が続

きますが、引き続き、市債残高の圧縮と、将来世代の負担が過大にならないような計

画的な市債発行を行っていきます。

将来世代負担比率
（H28類似団体平均１８．２％）

H29指標：１５．３％

H28指標：１５．５％

　道路や学校などの公共施設は、将来世代に引き継がれ、長期間利用され続けるも

のです。世代間の負担の公平性の観点に基づき、指標の動きに注視していきますが、

一方で、財政の健全性という観点では、交付税措置のない市債の発行は必要最小限

にとどめるべきでもありますので、他団体と比較しながら適切な負担割合となるよ

う検討していきます。
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　有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を計算

することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを把握

することができます。数値が高いほど老朽化が進んでいることを示しています。

算定式：減価償却累計額※１÷（有形固定資産合計※２－土地等の非償却資産※３＋減価
償却累計額）
※１貸借対照表の事業用資産及びインフラ資産に属する各減価償却累計額の合計
※２貸借対照表の有形固定資産　※３貸借対照表の土地、立木竹、建設仮勘定及び物品の合計

分析：平成２９年度の比率は５６．１％（対前年度＋１．５％）で、類似団体平均と

同程度の率となっています。公共施設等の老朽化対策は当市においても大きな課題と

なっていますが、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の最適な配置・長寿命化を

推進していくことで、公共施設等の適正管理に努めます。

H29指標：５６．１％有形固定資産減価償却率
（H28類似団体平均５８．３％） H28指標：５４．６％

資産形成度

H28指標：３．４年

　当該年度の歳入総額に対する資産の比率です。これまでに形成されたストックとし

ての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、他団体と比較することで市の資産形

成の度合いを測ることができます。　　

算定式：資産合計÷歳入総額※

※資金収支計算書の収入、前年度末資金残高の合計

分析：平成２９年度の比率は３．３年（対前年度△０．１年）です。類似団体平均を

少し下回る率となっていますが、ごみ処理や常備消防などを一部事務組合で行ってい

ることから、それらに係る多額の資産について一般会計等では資産計上されていない

ためです。

歳入額対資産比率
（H28類似団体平均４．２年）

H29指標：３．３年

内訳 主な資産 取得価額
減価償却
累計額

期末簿価 構成比
減価

償却率

生活
インフラ

　道路、橋りょう、公営住宅、
　公園など

５５３億４，８０６万円 ２９５億１，７１４万円 ２５８億３，０９２万円 ６５．８％５３．３％

教育
　学校、市民文化会館、市民プ
　ラザ、図書館、市民体育館など

２３６億３，６０３万円 １３８億５，７０６万円 ９７億７，８９７万円 ２８．１％５８．６％

福祉
　保育所、放課後児童クラブな
　ど

５億５，２８４万円 ３億３，０７８万円 ２億２，２０６万円 ０．７％ ５９．８％

環境衛生
　斎場、保健センター、公衆便
　所など

８億３，１５５万円 ４億９，４１３万円 ３億３，７４２万円 １．０％ ５９．４％

産業振興 　エコロジーガーデンなど ７億６，９１０万円 ５億８，８１８万円 １億８，０９３万円 ０．９％ ７６．５％

消防
　防災行政無線、積載車、消火
　栓、防火貯水槽など

１５億４，５８８万円 １３億４，７５６万円 １億９，８３１万円 １．８％ ８７．２％

総務 　市庁舎、普通財産など １４億１，５４３万円 １０億１，９７１万円 ３億９，５７２万円 １．７％ ７２．０％

合計 ８４０億９，８８９万円 ４７１億５，４５６万円 ３６９億４，４３３万円 １００％ ５６．１％

資産形成度

　資産形成度とは、「将来の世代に残る資産はどの程度あるか」という観点に基づく
指標です。
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 56,473,761   固定負債 15,895,404

    有形固定資産 50,435,283     地方債 13,384,754

      事業用資産 20,602,047     長期未払金 -

        土地 7,258,522     退職手当引当金 2,430,773

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 30,120,789     その他 79,877

        建物減価償却累計額 △ 18,149,695   流動負債 1,637,506

        工作物 2,786,826     １年内償還予定地方債 1,315,773

        工作物減価償却累計額 △ 1,490,564     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 149,651

        航空機 -     預り金 110,062

        航空機減価償却累計額 -     その他 62,020

        その他 - 負債合計 17,532,910

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 76,169   固定資産等形成分 58,583,083

      インフラ資産 28,635,540   余剰分（不足分） △ 16,611,806

        土地 4,941,365

        建物 10,048

        建物減価償却累計額 △ 10,048

        工作物 51,181,222

        工作物減価償却累計額 △ 27,504,249

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 17,202

      物品 2,169,913

      物品減価償却累計額 △ 972,217

    無形固定資産 7,361

      ソフトウェア 7,361

      その他 -

    投資その他の資産 6,031,117

      投資及び出資金 4,050,651

        有価証券 -

        出資金 498,564

        その他 3,552,086

      投資損失引当金 △ 14,364

      長期延滞債権 162,253

      長期貸付金 444,060

      基金 1,414,762

        減債基金 10,461

        その他 1,404,301

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 26,245

  流動資産 3,030,427

    現金預金 800,934

    未収金 65,676

    短期貸付金 42,142

    基金 2,067,180

      財政調整基金 2,066,615

      減債基金 565

    棚卸資産 65,147

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 10,653 純資産合計 41,971,278

資産合計 59,504,188 負債及び純資産合計 59,504,188

一般会計等貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

一般会計等行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 15,885,042

    業務費用 8,298,134

      人件費 2,408,586

        職員給与費 1,918,383

        賞与等引当金繰入額 149,651

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 340,552

      物件費等 5,516,905

        物件費 3,556,209

        維持補修費 171,714

        減価償却費 1,788,983

        その他 -

      その他の業務費用 372,643

        支払利息 144,070

        徴収不能引当金繰入額 36,898

        その他 191,675

    移転費用 7,586,908

      補助金等 3,681,086

      社会保障給付 2,512,894

      他会計への繰出金 1,391,578

      その他 1,350

  経常収益 528,014

    使用料及び手数料 233,984

    その他 294,030

純経常行政コスト 15,357,027

  臨時損失 153

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 153

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 15,283,517

    その他 -

  臨時利益 73,664

    資産売却益 73,664
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 42,284,038 59,394,256 △ 17,110,218

  純行政コスト（△） △ 15,283,517 △ 15,283,517

  財源 14,936,022 14,936,022

    税収等 11,113,907 11,113,907

    国県等補助金 3,822,115 3,822,115

  本年度差額 △ 347,495 △ 347,495

  固定資産等の変動（内部変動） △ 845,908 845,908

    有形固定資産等の増加 1,018,214 △ 1,018,214

    有形固定資産等の減少 △ 1,928,457 1,928,457

    貸付金・基金等の増加 1,008,371 △ 1,008,371

    貸付金・基金等の減少 △ 944,036 944,036

  資産評価差額 △ 350 △ 350

  無償所管換等 35,085 35,085

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 △ 312,760 △ 811,173 498,412

本年度末純資産残高 41,971,278 58,583,083 △ 16,611,806

一般会計等純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

一般会計等資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 14,045,334

    業務費用支出 6,458,427

      人件費支出 2,396,541

      物件費等支出 3,736,618

      支払利息支出 144,070

      その他の支出 181,197

    移転費用支出 7,586,908

      補助金等支出 3,681,086

      社会保障給付支出 2,512,894

      他会計への繰出支出 1,391,578

      その他の支出 1,350

  業務収入 15,174,578

    税収等収入 11,081,839

    国県等補助金収入 3,639,309

    使用料及び手数料収入 233,801

    その他の収入 219,629

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,129,243

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,751,691

    公共施設等整備費支出 863,199

    基金積立金支出 369,049

    投資及び出資金支出 25,406

    貸付金支出 494,037

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,103,815

    国県等補助金収入 182,806

    基金取崩収入 294,500

    貸付金元金回収収入 534,979

    資産売却収入 91,530

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 647,875

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,310,442

    地方債償還支出 1,240,400

    その他の支出 70,041

  財務活動収入 1,054,020

    地方債発行収入 1,054,020

前年度末歳計外現金残高 95,963

本年度歳計外現金増減額 14,100

本年度末歳計外現金残高 110,062

本年度末現金預金残高 800,934

    その他の収入 -

財務活動収支 △ 256,422

本年度資金収支額 224,946

前年度末資金残高 465,925

本年度末資金残高 690,872
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一般会計等における注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

ただし、取得原価と再調達原価の乖離が大きいものについては、再調達原価をもって取得原価

としています。 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   販売用土地･････････個別法による低価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
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なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    15 年～50 年 

工作物   10 年～75 年  

物品      2 年～20 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取

引及び重要性の乏しいものでリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･････････リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

④ 共通事項 

・減価償却は取得の翌年度から開始します。 

・耐用年数を経過した後においても存する場合は、原則として備忘価額 1 円を計上しますが、

無形固定資産については備忘価額を計上しません。 

・土地、立木竹、美術品・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定については減価償却を行いません。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

  未収金について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、それ以外

の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。  

長期延滞債権について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、そ

れ以外の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 

長期貸付金について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、それ

以外の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

山形県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額を、退職手当債務（期末自己都合要支給額）から控除した

額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

･････････売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

（９）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額が 50 万円以上の場合に固定資産として計上しています。 

美術品については、取得価額に関わらず、すべて固定資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、償却資産に対して修繕等を行った場合に、修繕等に

係る支出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるか

どうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出として資産に計上しています。 

ただし、修繕等に要した金額が 60 万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

  ③ 子ども子育て支援新制度における施設型給付費について、市立保育所（泉田保育所、中部保育

所）に係る 128,960 千円を収益費用及び収入支出より控除しています。市立保育施設の施設型給付

費については、市が扶助費として支出した給付費を、法定代理受領により市が負担金として収入す

る制度となっています。市の内部で生じている収支であり、相殺消去しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  該当事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 
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４ 偶発債務 

  該当事項はありません。 

 

５ 追加情報 

  

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

  ② 一般会計等と普通会計の対象範囲の差異 

    差異はありません。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況（平成 29 年度）は、

次のとおりです。 

実質赤字比率   ‐％ 

連結実質赤字比率  ‐％ 

実質公債費比率    9.1％ 

将来負担比率     37.5％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 158,851 千円  

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 240,999 千円 

  ⑦ 過年度修正等に関する事項 該当事項はありません。 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

平成 30 年度予算（平成 31 年 2 月 28 日現在）において、財産収入として措置されている公 

共資産 

イ 内訳 該当事項はありません。 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額  13,943,944 千円  

③ 減債基金に係る積立不足額 

  該当事項はありません。 

④ 基金借入額（繰替運用）残高 

  該当事項はありません。 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりで

す。 

（単位：千円） 

項目 金額 

標準財政規模 9,460,954 
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元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,237,489 

将来負担額 23,624,776 

充当可能基金額 3,895,899 

特定財源見込額 2,697,090 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 13,943,944 

 

⑥ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額  

141,897 千円 

 

（３）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（４）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支               （単位：千円） 

 一般会計等 

業務活動収支（Ａ） 1,129,243 

うち支払利息支出（Ｂ） 144,070 

投資活動収支（Ｃ） △647,875 

うち基金積立金支出（Ｄ） 369,049 

  基金取崩収入（Ｅ） 294,500 

基礎的財政収支 

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）－（Ｅ） 

699,987 

 

② 既存の決算情報との関連性                    （単位：千円） 

 一般会計等 

収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 17,927,298 17,236,427 

財務書類の対象となる会計の範囲の相

違に伴う差額※１ 

 

0 

 

0 

繰越金に伴う差額※２ 465,925 ‐ 

子ども子育て支援新制度における市立

保育所分施設型給付費に伴う差額※３ 

 

128,960 

 

128,960 

資金収支計算書 17,332,413 17,107,467 

 ※１ 地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象としているのに対し、
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資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としています。新庄市の場合は「一般会計」と「一般

会計等」の対象範囲に差異はないため、差額は生じません。 

※２ 繰越金については、歳入歳出決算書では収入として計上しますが、統一的な基準による資金収支

計算書では計上しないため、その分だけ差額が生じます。 

※３ 市立保育施設（泉田保育所、中部保育所）の施設型給付費については、市が扶助費として支出し

た給付費を、法定代理受領により市が負担金として収入する制度となっています。市の内部で起き

ている収支であり、一般会計の中で相殺消去しています。 

 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

 

（単位：千円） 

 金額 

資金収支計算書  

  業務活動収支 1,129,243 

  投資活動収入の国県等補助金収入 182,806 

  未収債権額の増加 68,668 

  未収債権額の減少 △34,903 

  減価償却費 △1,788,983 

  賞与等引当金繰入額（増減額） △12,045 

  退職手当引当金繰入額（増減額） 56,528 

  徴収不能引当金繰入額（増減額） △20,933 

  資産除売却損 △153 

  資産売却益 73,664 

  その他 △1,387 

純資産変動計算書の本年度差額 △347,495 

 

  ④ 一時借入金 

  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

  なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

  一般会計等    

一時借入金の限度額    1,500,000 千円 

   一時借入金に係る利子額       なし 

  

⑤ 重要な非資金取引 重要な非資金取引は以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 17,600 千円 
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1
1
1
,6

6
0

4
2
,6

6
9

6
8
,9

9
1

2
3
,0

0
0

2
.1

7
%

1
,5

0
0

－
5
0
0

5
0
0

山
形

県
信

用
保

証
協

会
5
9
,7

0
0

3
4
5
,3

9
1
,6

0
5

3
1
4
,1

5
8
,0

3
0

3
1
,2

3
3
,5

7
4

1
0
,8

4
0
,7

2
8

0
.5

5
%

1
7
2
,0

0
4

－
5
9
,7

0
0

5
9
,7

0
0

(財
)山

形
県

企
業

振
興

公
社

2
,6

5
0

3
,8

0
4
,0

3
3

2
,3

7
7
,3

8
3

1
,4

2
6
,6

5
0

1
7
5
,2

3
0

1
.5

1
%

2
1
,5

7
5

－
2
,6

5
0

2
,6

5
0

(財
)山

形
県

消
防

協
会

1
,0

6
3

1
0
9
,3

1
0

1
4
7

1
0
9
,1

6
3

6
7
,8

5
7

1
.5

7
%

1
,7

1
0

－
1
,0

6
3

1
,0

6
3

(財
)や

ま
が

た
農

業
支

援
セ

ン
タ

ー
1
1
,2

1
2

5
,2

6
1
,0

1
5

2
,8

1
2
,0

8
2

2
,4

4
8
,9

3
3

2
,0

0
9
,3

7
8

0
.5

6
%

1
3
,6

6
5

－
1
1
,2

1
2

1
1
,2

1
2

(財
)山

形
県

国
際

交
流

協
会

3
,5

4
8

3
7
8
,1

4
4

3
,8

2
7

3
7
4
,3

1
8

3
7
1
,3

8
4

0
.9

6
%

3
,5

7
6

－
3
,5

4
8

3
,5

4
8

(財
)山

形
県

体
育

協
会

7
2

4
5
9
,7

9
1

7
,2

1
8

4
5
2
,5

7
3

4
4
5
,8

2
5

0
.0

2
%

7
3

－
7
2

7
2

(財
)山

形
県

総
合

社
会

福
祉

基
金

6
,6

6
0

1
,2

9
2
,0

2
1

1
,7

3
9

1
,2

9
0
,2

8
2

1
,1

8
2
,0

2
9

0
.5

6
%

7
,2

7
0

－
6
,6

6
0

6
,6

6
0

(財
)地

域
活

性
化

セ
ン

タ
ー

3
5
0

4
,3

4
4
,6

0
6

1
4
7
,5

3
9

4
,1

9
7
,0

6
7

2
,4

5
0
,7

7
0

0
.0

1
%

5
9
9

－
3
5
0

3
5
0

(財
)山

形
県

産
業

技
術

振
興

機
構

5
,7

0
0

1
,9

5
7
,3

0
7

1
0
5
,2

1
7

1
,8

5
2
,0

9
0

1
,6

8
6
,2

0
6

0
.3

4
%

6
,2

6
1

－
5
,7

0
0

5
,7

0
0

（
財

）
山

形
県

み
ど

り
推

進
機

構
2
3
,3

0
2

2
,9

2
5
,6

9
6

3
6
,8

3
1

2
,8

8
8
,8

6
5

2
,5

4
4
,5

3
6

0
.9

2
%

2
6
,4

5
5

－
2
3
,3

0
2

2
3
,3
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2

㈶
障

害
者

ス
ポ

ー
ツ

振
興

記
念

基
金

※
5
8
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1
0
6
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4
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－
1
0
6
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4
7

1
8
2
,8

7
7

0
.5

1
%

5
4
8

－
5
8
4

9
4
0

（
財

）
山

形
県

臓
器

移
植

推
進

機
構

1
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3
0

2
2
9
,9

3
2

2
5
7

2
2
9
,6

7
5

2
2
5
,4

7
5

0
.7

2
%

1
,6

6
0

－
1
,6

3
0

1
,6

3
0

㈶
山

形
県

暴
力

追
放

運
動

推
進

セ
ン

タ
ー

4
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5
1

8
5
0
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5
2

1
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0
0

8
4
8
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5
2

7
7
4
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0
9

0
.6
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%

5
,2

0
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－
4
,7

5
1

4
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1

㈶
山

形
県

勤
労

者
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基
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協
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9
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1
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3
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7
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4
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1
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2
2
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－
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④
基

金
の

明
細

(単
位

：千
円

)

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
 

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
(参

考
)財

産
に

関
す

る
 

調
書

記
載

額

財
政

調
整

基
金

2
,0

6
6
,6

1
5

－
－

－
2
,0

6
6
,6

1
5

2
,2

0
9
,6

1
5

減
債

基
金

1
1
,0

2
6

－
－

－
1
1
,0

2
6

1
1
,0

2
6

ま
ち

づ
く
り

応
援

基
金

2
2
1
,9

0
2

－
－

－
2
2
1
,9

0
2

2
1
8
,3

8
5

市
有

施
設

整
備

基
金

8
4
9
,4

4
9

－
－

－
8
4
9
,4

4
9

7
4
9
,4

4
9

シ
ル

バ
ー

福
祉

基
金

1
3

－
－

－
1
3

1
3

地
域

福
祉

基
金

8
0
,1

7
1

－
－

－
8
0
,1

7
1

8
0
,1

7
1

ふ
る

さ
と

水
と

土
保

全
基

金
1
0
,5

8
1

－
－

－
1
0
,5

8
1

1
0
,5

8
1

ま
つ

り
振

興
基

金
1
3
,3

6
3

－
－

－
1
3
,3

6
3

1
3
,3

6
3

も
の

づ
く
り

教
育

奨
励

基
金

2
,5

1
9

－
－

－
2
,5

1
9

2
,5

1
9

佐
藤

忠
恕

図
書

整
備

基
金

－
－

－
－

－
1
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0
0

五
十

嵐
教

育
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学
基

金
3
3
,0

3
5

－
－

－
3
3
,0

3
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3
3
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3
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基
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4
5
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1
2

－
1
2
4
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8
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－
1
7
0
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0

1
7
0
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0

肉
用

繁
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牛
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団
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入
事

業
基
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7
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4
9

－
－

1
5
,6

1
8

2
3
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6
7

2
3
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6
7

合
計

3
,3

4
2
,2

3
5

－
1
2
4
,0

8
8

1
5
,6

1
8

3
,4

8
1
,9

4
2

3
,5

2
2
,4

2
5

⑤
貸

付
金

の
明

細
(単

位
：千

円
)

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
 

計
上

額
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

 
計

上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

　
地

域
総

合
整

備
資

金
貸

付
金

4
4
2
,8

6
0

－
4
2
,1

4
2

－
4
8
5
,0

0
2

　
看

護
師

等
育

成
就

学
資

金
貸

付
金

1
,2

0
0

－
－

－
1
,2

0
0

合
計

4
4
4
,0

6
0

－
4
2
,1

4
2

－
4
8
6
,2

0
2

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
(参

考
) 

貸
付

金
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

⑦
未
収
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

(単
位
：千

円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
未
収
金
】

そ
の
他
の
貸
付
金

税
等
未
収
金

　
高
齢
者
住
宅
整
備
資
金
貸
付
金

8
3
6

8
3
6

　
市
税

6
0
,7
3
1

1
0
,3
2
4

小
計

8
3
6

8
3
6

　
分
担
金
及
び
負
担
金

1
,8
0
5

3
0
7

【
未
収
金
】

そ
の
他
の
未
収
金

税
等
未
収
金

　
使
用
料
及
び
手
数
料

1
,2
2
7

9

　
市
税

1
4
1
,7
5
0

2
4
,0
9
7

　
諸
収
入

1
,9
1
4

1
3

　
分
担
金
及
び
負
担
金

7
,1
9
9

1
,2
2
4

合
計

6
5
,6
7
6

1
0
,6
5
3

そ
の
他
の
未
収
金

　
使
用
料
及
び
手
数
料

3
,9
8
2

2
8

　
諸
収
入

8
,4
8
6

5
9

小
計

1
6
1
,4
1
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2
5
,4
0
9

合
計

1
6
2
,2
5
3

2
6
,2
4
5
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

う
ち

1年
内

償
還

予
定

う
ち

共
同

発
行

債
う

ち
住

民
公

募
債

【通
常

分
】

7,
7
25

,4
47

8
1
7,

67
6

3,
18

1
,7

06
3,

09
2,

54
8

1,
10

6,
75

6
0

0
0

0
34

4,
43

7

　
一

般
公

共
事

業
57

4
,5

5
1

4
4,

23
5

2
68

,2
1
0

29
7,

94
1

8,
40

0
－

－
－

－
－

　
公

営
住

宅
建

設
14

9
,9

0
5

3
4,

38
2

91
,7

5
0

58
,1

55
－

－
－

－
－

－

　
災

害
復

旧
40

,3
7
4

8,
08

5
40

,3
7
4

－
－

－
－

－
－

－

　
教

育
・
福

祉
施

設
2,

9
96

,6
88

1
7
9,

57
3

2,
16

5
,7

60
36

0,
70

0
47

0,
22

8
－

－
－

－
－

　
一

般
単

独
事

業
2,

4
28

,5
29

3
0
2,

76
1

1
42

,8
5
6

1,
72

2,
90

9
53

6,
82

6
－

－
－

－
25

,9
38

　
そ

の
他

1,
5
35

,4
00

2
4
8,

63
9

4
72

,7
5
6

65
2,

84
3

91
,3

02
－

－
－

－
31

8,
50

0

【特
別

分
】

6,
9
75

,0
81

4
9
8,

09
7

6,
25

5
,3

13
46

9,
59

1
25

0,
17

6
－

－
－

－
－

　
臨

時
財

政
対

策
債

6,
8
27

,9
27

4
6
1,

57
4

6,
10

8
,1

59
46

9,
59

1
25

0,
17

6
－

－
－

－
－

　
減

税
補

て
ん

債
14

7
,1

5
4

3
6,

52
3

1
47

,1
5
4

－
－

－
－

－
－

－

　
退

職
手

当
債

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

　
そ

の
他

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

　
合

計
14

,7
00

,5
27

1
,3

15
,7

7
3

9,
43

7
,0

19
3,

56
2,

13
9

1,
35

6,
93

2
－

－
－

－
34

4,
43

7

②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1
.5

%以
下

1
.5

%超
 

2.
0
%以

下
2
.0

%超
 

2.
5
%
以

下
2.

5%
超

 
3.

0%
以

下
3.

0%
超

 
3.

5%
以

下
3.

5%
超

 
4.

0%
以

下
4.

0%
超

(参
考

) 
加

重
平

均
 

利
率

1
4,

70
0,

52
7

12
,3

18
,3

68
1
,3

51
,2

5
2

3
02

,1
8
4

32
,6

70
16

3,
56

4
26

6,
92

6
26

5,
56

3

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1年
以

内
1年

超
 

2
年

以
内

2
年

超
 

3
年

以
内

3年
超

 
4年

以
内

4年
超

 
5年

以
内

5年
超

 
10

年
以

内
10

年
超

 
15

年
以

内
15

年
超

 
20

年
以

内
20

年
超

1
4,

70
0,

52
7

1,
3
15

,7
73

1
,3

22
,5

7
1

1,
34

9
,9

89
1,

34
5,

45
9

1,
24

9,
64

5
4,

42
3,

43
6

2,
41

0,
51

7
1,

12
8,

97
0

15
4,

16
6

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
(単

位
：
千

円
)

特
定

の
契

約
条

項
が

 
付

さ
れ

た
地

方
債

等
残

高

－

契
約

条
項

の
概

要

該
当

の
借

入
は

あ
り

ま
せ

ん
。

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
等

残
高

政
府

資
金

地
方

公
共

団
体

 
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
 

金
融

機
関
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⑤
引
当
金
の
明
細

(単
位
：千

円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
（固

定
資
産
）

3
0
,7
8
1

2
6
,2
4
5

2
2
,8
8
6

7
,8
9
5

2
6
,2
4
5

徴
収
不
能
引
当
金
（流

動
資
産
）

1
0
,4
2
8

1
0
,6
5
3

2
,3
5
9

8
,0
6
9

1
0
,6
5
3

投
資
損
失
引
当
金

1
4
,7
5
9

－
－

3
9
5

1
4
,3
6
4

退
職
手
当
引
当
金

2
,4
8
7
,3
0
1

－
－

5
6
,5
2
8

2
,4
3
0
,7
7
3

賞
与
等
引
当
金

1
3
7
,6
0
6

1
4
9
,6
5
1

1
3
7
,6
0
6

－
1
4
9
,6
5
1

合
計

2
,6
8
0
,8
7
5

1
8
6
,5
4
8

1
6
2
,8
5
1

7
2
,8
8
7

2
,6
3
1
,6
8
5

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高
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2.
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）補

助
金

等
の

明
細

(単
位

：千
円

)

区
分

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

国
営

新
庄

土
地

改
良

事
業

負
担

金
山

形
県

1
9
7
,1

8
1

国
営

土
地

改
良

事
業

に
対

す
る

経
費

負
担

県
営

事
業

負
担

金
山

形
県

9
3
,4

6
6

県
営

事
業

に
対

す
る

経
費

負
担

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

建
設

整
備

費
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

2
6
,8

0
6

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
建

設
費

償
還

に
対

す
る

支
援

－
－

－
－

そ
の

他
－

－
－

計
3
1
7
,4

5
3

最
上

広
域

市
町

村
圏

事
務

組
合

分
担

金
最

上
広

域
市

町
村

圏
事

務
組

合
1
,1

9
2
,5

4
2

一
部

事
務

組
合

に
対

す
る

ご
み

処
理

や
常

備
消

防
等

の
経

費
負

担

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

補
助

金
申

請
者

3
4
4
,4

7
4

農
業

・
農

村
の

多
面

的
機

能
の

維
持

保
全

療
養

給
付

費
負

担
金

山
形

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

3
1
5
,9

7
4

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
医

療
給

付
に

要
す

る
経

費
負

担

退
職

手
当

組
合

負
担

金
山

形
県

市
町

村
職

員
退

職
手

当
組

合
2
4
6
,6

8
3

市
職

員
の

退
職

手
当

に
要

す
る

経
費

負
担

森
林

・
林

業
再

生
基

盤
づ

く
り

交
付

金
補

助
金

申
請

者
1
6
8
,0

0
0

森
林

・
林

業
の

再
生

基
盤

と
な

る
施

設
・
機

械
の

整
備

等
の

支
援

臨
時

福
祉

給
付

金
支

給
対

象
者

9
3
,1

0
5

消
費

税
率

引
上

げ
に

よ
る

低
所

得
者

へ
の

影
響

緩
和

中
山

間
地

域
所

得
向

上
支

援
事

業
費

補
助

金
補

助
金

申
請

者
4
4
,8

8
3

中
山

間
地

域
の

維
持

保
全

農
業

者
の

所
得

向
上

農
業

次
世

代
人

材
投

資
資

金
補

助
金

申
請

者
4
2
,7

5
0

新
規

就
農

者
の

育
成

新
庄

農
業

水
利

事
業

農
家

負
担

軽
減

対
策

補
助

金
新

庄
土

地
改

良
区

3
5
,0

6
8

土
地

改
良

事
業

の
農

家
負

担
軽

減

新
庄

ま
つ

り
実

行
委

員
会

負
担

金
支

給
対

象
団

体
3
3
,5

0
3

新
庄

ま
つ

り
の

振
興

地
域

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

事
業

費
補

助
金

補
助

金
申

請
者

3
0
,2

4
7

児
童

福
祉

の
向

上

住
宅

リ
フ

ォ
ー

ム
総

合
支

援
事

業
費

補
助

金
補

助
金

申
請

者
3
0
,0

0
3

住
宅

の
質

の
向

上
と

地
域

経
済

活
性

化

放
課

後
児

童
健

全
育

成
事

業
費

補
助

金
放

課
後

児
童

ク
ラ

ブ
2
9
,0

1
8

児
童

福
祉

の
向

上

消
防

団
員

補
償

費
等

負
担

金
山

形
県

消
防

補
償

等
組

合
2
5
,5

6
2

一
部

事
務

組
合

に
対

す
る

経
費

負
担

私
立

幼
稚

園
就

園
奨

励
費

補
助

金
私

立
幼

稚
園

2
4
,3

6
9

私
立

幼
稚

園
奨

励
、

私
立

幼
稚

園
通

園
児

保
護

者
の

負
担

軽
減

合
併

処
理

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業
費

等
補

助
金

補
助

金
申

請
者

2
4
,1

1
1

生
活

環
境

の
保

全
、

公
衆

衛
生

の
向

上

認
可

外
保

育
施

設
乳

幼
児

育
成

支
援

事
業

費
補

助
金

認
可

外
保

育
施

設
1
7
,6

4
6

児
童

福
祉

の
向

上

中
山

間
地

域
等

直
接

支
払

交
付

金
補

助
金

申
請

者
1
6
,5

0
8

中
山

間
地

域
の

維
持

保
全

そ
の

他
－

6
4
9
,1

8
6

－

計
3
,3

6
3
,6

3
2

合
計

3
,6

8
1
,0

8
6

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

 
(所

有
外

資
産

分
)

そ
の

他
の

補
助

金
等

30



3.
純

資
産

変
動

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）財

源
の

明
細

(単
位

：千
円

)

会
計

区
分

金
額

4
,5

9
0
,2

4
6

1
1
8
,8

2
1

7
8
3
,6

2
4

4
,7

3
2
,3

5
3

1
4
6
,1

4
9

7
4
1
,7

2
3

9
9
1

1
1
,1

1
3
,9

0
7

国
庫

支
出

金
1
7
9
,6

6
1

県
支

出
金

3
,1

4
5

計
1
8
2
,8

0
6

国
庫

支
出

金
2
,1

0
5
,8

0
9

県
支

出
金

1
,5

3
3
,5

0
0

計
3
,6

3
9
,3

0
9

3
,8

2
2
,1

1
5

1
4
,9

3
6
,0

2
2

（２
）財

源
情

報
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

純
行

政
コ

ス
ト

1
5
,2

8
3
,5

1
7

3
,6

3
9
,3

0
9

5
7
3
,3

2
0

9
,1

6
9
,7

3
2

1
,9

0
1
,1

5
6

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

1
,0

1
8
,2

1
4

1
8
0
,2

0
1

4
8
0
,7

0
0

3
5
7
,3

1
3

－

貸
付

金
・
基

金
等

の
増

加
1
,0

0
8
,3

7
1

2
,6

0
5

－
5
1
2
,9

2
9

4
9
2
,8

3
7

そ
の

他
－

－
－

－
－

合
計

1
7
,3

1
0
,1

0
2

3
,8

2
2
,1

1
5

1
,0

5
4
,0

2
0

1
0
,0

3
9
,9

7
5

2
,3

9
3
,9

9
3

区
分

金
額

内
訳

国
県

等
補

助
金

地
方

債
等

税
収

等
そ

の
他

財
源

の
内

容

一
般

会
計

税
収

等

市
税

地
方

譲
与

税

税
交

付
金

地
方

交
付

税

分
担

金
及

び
負

担
金

寄
附

金

そ
の

他

合
計

小
計

国
県

等
補

助
金

資
本

的
 

補
助

金

経
常

的
 

補
助

金

小
計
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4.
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（１
）資

金
の
明
細

(単
位
：千

円
)

種
類

本
年
度
末
残
高

要
求
払
預
金

6
9
0
,2
7
2

現
金

6
0
0

合
計

6
9
0
,8
7
2
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 75,525,517   固定負債 27,631,339

    有形固定資産 72,297,700     地方債等 21,673,336

      事業用資産 20,602,047     長期未払金 -

        土地 7,258,522     退職手当引当金 2,779,170

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 3,178,833

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,550,601

        建物 30,120,789     １年内償還予定地方債等 2,178,341

        建物減価償却累計額 △ 18,149,695     未払金 3,284

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 2,786,826     前受金 -

        工作物減価償却累計額 △ 1,490,564     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 169,247

        船舶 -     預り金 137,710

        船舶減価償却累計額 -     その他 62,020

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 30,181,940

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 77,634,839

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 27,494,818

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 76,169

      インフラ資産 50,494,061

        土地 5,457,568

        土地減損損失累計額 -

        建物 8,295,076

        建物減価償却累計額 △ 6,205,673

        建物減損損失累計額 -

        工作物 83,111,995

        工作物減価償却累計額 △ 41,495,987

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,859,957

        その他減価償却累計額 △ 1,189,274

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 660,399

      物品 2,218,635

      物品減価償却累計額 △ 1,017,042

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 7,361

      ソフトウェア 7,361

      その他 -

    投資その他の資産 3,220,455

      投資及び出資金 498,564

        有価証券 -

        出資金 498,564

        その他 -

       投資損失引当 △ 14,364

      長期延滞債権 378,426

      長期貸付金 444,060

      基金 1,968,425

        減債基金 10,461

        その他 1,957,964

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 54,656

  流動資産 4,793,995

    現金預金 2,428,170

    未収金 207,120

    短期貸付金 42,142

    基金 2,067,180

      財政調整基金 2,066,615

      減債基金 565

    棚卸資産 71,534

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 22,152

  繰延資産 2,449 純資産合計 50,140,021

資産合計 80,321,962 負債及び純資産合計 80,321,962

全体貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

全体行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 24,615,398

    業務費用 10,553,834

      人件費 2,572,479

        職員給与費 2,007,092

        賞与等引当金繰入額 166,191

        退職手当引当金繰入額 19,606

        その他 379,589

      物件費等 7,098,348

        物件費 3,838,942

        維持補修費 224,341

        減価償却費 2,662,581

        その他 372,485

      その他の業務費用 883,007

        支払利息 338,560

        徴収不能引当金繰入額 76,808

        その他 467,640

    移転費用 14,061,564

      補助金等 11,524,268

      社会保障給付 2,518,954

      その他 18,342

  経常収益 1,870,831

    使用料及び手数料 1,496,660

    その他 374,171

純経常行政コスト 22,744,568

  臨時損失 845

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 153

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 692

  臨時利益 73,664

    資産売却益 73,664

    その他 -

純行政コスト 22,671,749
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,229,666 78,793,147 △ 28,563,481 -

  純行政コスト（△） △ 22,671,749 △ 22,671,749 -

  財源 22,547,369 22,547,369 -

    税収等 16,001,126 16,001,126 -

    国県等補助金 6,546,243 6,546,243 -

  本年度差額 △ 124,380 △ 124,380 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 1,167,637 1,167,637

    有形固定資産等の増加 1,875,503 △ 1,875,503

    有形固定資産等の減少 △ 3,081,487 3,081,487

    貸付金・基金等の増加 1,089,001 △ 1,089,001

    貸付金・基金等の減少 △ 1,050,654 1,050,654

  資産評価差額 △ 350 △ 350

  無償所管換等 35,085 35,085

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - △ 25,406 25,406

  本年度純資産変動額 △ 89,645 △ 1,158,308 1,068,663 -

本年度末純資産残高 50,140,021 77,634,839 △ 27,494,818 -

全体純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

全体資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 21,838,871

    業務費用支出 7,777,307

      人件費支出 2,541,230

      物件費等支出 4,462,671

      支払利息支出 338,560

      その他の支出 434,846

    移転費用支出 14,061,564

      補助金等支出 11,524,268

      社会保障給付支出 2,518,954

      その他の支出 18,342

  業務収入 23,809,921

    税収等収入 15,961,224

    国県等補助金収入 6,274,999

    使用料及び手数料収入 1,485,206

    その他の収入 88,492

  臨時支出 692

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 692

  臨時収入 -

業務活動収支 1,970,358

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,316,052

    公共施設等整備費支出 1,452,930

    基金積立金支出 369,085

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 494,037

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,284,584

    国県等補助金収入 336,860

    基金取崩収入 309,133

    貸付金元金回収収入 534,979

    資産売却収入 91,530

    その他の収入 12,082

投資活動収支 △ 1,031,468

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,205,170

    地方債等償還支出 2,135,128

    その他の支出 70,041

  財務活動収入 1,487,420

    地方債等発行収入 1,487,420

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 95,963

本年度歳計外現金増減額 14,100

本年度末歳計外現金残高 110,062

本年度末現金預金残高 2,428,170

財務活動収支 △ 717,750

本年度資金収支額 221,141

前年度末資金残高 2,096,968

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 2,318,108
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全体財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

ただし、取得原価と再調達原価の乖離が大きいものについては、再調達原価をもって取得原価

としています。 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   販売用土地･････････個別法による低価法 

なお、水道事業会計については先入先出法による原価法によっています。 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
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なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    15 年～50 年 

工作物   10 年～75 年  

物品      2 年～20 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取

引及び重要性の乏しいものでリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･････････リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

④ 共通事項 

・減価償却は取得の翌年度から開始します。 

・耐用年数を経過した後においても存する場合は、原則として備忘価額 1 円を計上しますが、

無形固定資産については備忘価額を計上しません。 

・土地、立木竹、美術品・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定については減価償却を行いません。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 投資損失引当金 

    市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額

が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 

  未収金について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、それ以外

の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。  

長期延滞債権について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、そ

れ以外の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 

長期貸付金について、回収不能が見込まれる債権については、個別に回収可能性を検討し、それ

以外の債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 

山形県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額を、退職手当債務（期末自己都合要支給額）から控除した

額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

･････････売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）全体資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、水道事業会計については、税抜方式によっています。 

 

（９）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額が 50 万円以上の場合に固定資産として計上しています。 

美術品については、取得価額に関わらず、すべて固定資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、償却資産に対して修繕等を行った場合に、修繕等に

係る支出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認められるか

どうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出として資産に計上しています。 

ただし、修繕等に要した金額が 60 万円未満であるときは修繕費として処理しています。 

  ③ 子ども子育て支援新制度における施設型給付費について、市立保育所（泉田保育所、中部保育

所）に係る 128,960 千円を収益費用及び収入支出より控除しています。市立保育施設の施設型給付

費については、市が扶助費として支出した給付費を、法定代理受領により市が負担金として収入す

る制度となっています。市の内部で生じている収支であり、相殺消去しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  該当事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 
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４ 偶発債務  

該当事項はありません。 

 

５ 追加情報 

 （１）全体財務書類の対象範囲 

一般会計、国民健康保険事業特別会計、交通災害共済事業特別会計、公共下水道事業特別会計、農

業集落排水事業特別会計、営農飲雑用水事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業

特別会計、水道事業会計 

 

（２）出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（３）表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 158,945 千円 

 

（５）繰越事業に係る将来の支出予定額 314,715 千円 

  

（６）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

① 範囲 

平成 30 年度予算（平成 31 年 2 月 28 日現在）において、財産収入として措置されている公共

資産 

② 内訳 該当事項はありません。 

 

（７）基礎的財政収支                       （単位：千円） 

 一般会計等 全体会計 

業務活動収支（Ａ） 1,129,243 1,970,358 

うち支払利息支出（Ｂ） 144,070 338,560 

投資活動収支（Ｃ） △647,875 △1,031,468 

うち基金積立金支出（Ｄ） 369,049 369,085 

  基金取崩収入（Ｅ） 294,500 309,133 

基礎的財政収支 

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）－（Ｅ） 

699,986 1,337,402 
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構

3
,9

0
0

2
4
,7

5
5
,8

2
9
,0

0
0

2
4
,4

8
8
,4

0
1
,0

0
0

2
6
7
,4

2
8
,0

0
0

1
6
,6

0
2
,0

0
0

0
.0

2
%

6
2
,8

2
2

－
3
,9

0
0

3
,9

0
0

合
計

1
7
2
,8

6
6

－
－

－
－

－
6
2
2
,9

1
9

－
1
7
2
,8

6
6

1
8
9
,8

5
0
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④
基

金
の

明
細

(単
位

：千
円

)

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
 

(貸
借

対
照

表
計

上
額

)
(参

考
)財

産
に

関
す

る
 

調
書

記
載

額

財
政

調
整

基
金

2
,0

6
6
,6

1
5

－
－

－
2
,0

6
6
,6

1
5

2
,2

0
9
,6

1
5

減
債

基
金

1
1
,0

2
6

－
－

－
1
1
,0

2
6

1
1
,0

2
6

ま
ち

づ
く
り

応
援

基
金

2
2
1
,9

0
2

－
－

－
2
2
1
,9

0
2

2
1
8
,3

8
5

市
有

施
設

整
備

基
金

8
4
9
,4

4
9

－
－

－
8
4
9
,4

4
9

7
4
9
,4

4
9

シ
ル

バ
ー

福
祉

基
金

1
3

－
－

－
1
3

1
3

地
域

福
祉

基
金

8
0
,1

7
1

－
－

－
8
0
,1

7
1

8
0
,1

7
1

ふ
る

さ
と

水
と

土
保

全
基

金
1
0
,5

8
1

－
－

－
1
0
,5

8
1

1
0
,5

8
1

ま
つ

り
振

興
基

金
1
3
,3

6
3

－
－

－
1
3
,3

6
3

1
3
,3

6
3

も
の

づ
く
り

教
育

奨
励

基
金

2
,5

1
9

－
－

－
2
,5

1
9

2
,5

1
9

佐
藤

忠
恕

図
書

整
備

基
金

－
－

－
－

－
1
,0

0
0

五
十

嵐
教

育
奨

学
基

金
3
3
,0

3
5

－
－

－
3
3
,0

3
5

3
3
,0

3
5

土
地

開
発

基
金

4
5
,9

1
2

－
1
2
4
,0

8
8

－
1
7
0
,0

0
0

1
7
0
,0

0
0

肉
用

繁
殖

牛
集

団
導

入
事

業
基

金
7
,6

4
9

－
－

1
5
,6

1
8

2
3
,2

6
7

2
3
,2

6
7

国
民

健
康

保
険

保
険

給
付

基
金

1
9
8
,6

6
7

－
－

－
1
9
8
,6

6
7

1
9
8
,6

6
7

交
通

災
害

共
済

基
金

8
1
,5

1
6

－
－

－
8
1
,5

1
6

8
2
,3

9
5

介
護

保
険

給
付

費
準

備
基

金
2
7
3
,4

8
0

－
－

－
2
7
3
,4

8
0

2
8
7
,2

3
3

合
計

3
,8

9
5
,8

9
8

－
1
2
4
,0

8
8

1
5
,6

1
8

4
,0

3
5
,6

0
5

4
,0

9
0
,7

2
0

⑤
貸

付
金

の
明

細
(単

位
：千

円
)

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
 

計
上

額
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

 
計

上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

　
地

域
総

合
整

備
資

金
貸

付
金

4
4
2
,8

6
0

－
4
2
,1

4
2

－
4
8
5
,0

0
2

　
看

護
師

等
育

成
就

学
資

金
貸

付
金

1
,2

0
0

－
－

－
1
,2

0
0

合
計

4
4
4
,0

6
0

－
4
2
,1

4
2

－
4
8
6
,2

0
2

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
(参

考
) 

貸
付

金
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

⑦
未
収
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

(単
位
：千

円
)

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
未
収
金
】

そ
の
他
の
貸
付
金

税
等
未
収
金

　
高
齢
者
住
宅
整
備
資
金
貸
付
金

8
3
6

8
3
6

　
市
税

6
0
,7
3
1

1
0
,3
2
4

小
計

8
3
6

8
3
6

　
国
民
健
康
保
険
税

5
3
,6
8
8

7
,3
0
2

【
未
収
金
】

　
介
護
保
険
料

7
,1
0
7

1
,7
7
0

税
等
未
収
金

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

6
7
4

1
4
4

　
市
税

1
4
1
,7
5
0

2
4
,0
9
7

　
分
担
金
及
び
負
担
金

3
,0
5
8

3
6
1

　
国
民
健
康
保
険
税

1
9
1
,3
4
1

2
6
,0
2
2

そ
の
他
の
未
収
金

　
介
護
保
険
料

5
,7
7
2

1
,4
3
7

　
使
用
料
及
び
手
数
料

7
9
,9
4
8

2
,2
3
8

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

2
5
3

5
4

　
諸
収
入

1
,9
1
4

1
3

　
分
担
金
及
び
負
担
金

1
0
,8
7
2

1
,3
7
8

合
計

2
0
7
,1
2
0

2
2
,1
5
2

そ
の
他
の
未
収
金

　
使
用
料
及
び
手
数
料

1
8
,0
4
9

7
5
6

　
諸
収
入

9
,5
5
3

7
5

小
計

3
7
7
,5
9
0

5
3
,8
2
0

合
計

3
7
8
,4
2
6

5
4
,6
5
6
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

う
ち

1年
内

償
還

予
定

う
ち

共
同

発
行

債
う

ち
住

民
公

募
債

【通
常

分
】

16
,8

76
,5

97
1
,6

80
,2

4
4

7,
09

4
,3

34
5,

69
5,

25
3

3,
74

2,
57

2
－

－
－

－
34

4,
43

7

　
一

般
公

共
事

業
57

4
,5

5
1

4
4,

23
5

2
68

,2
1
0

29
7,

94
1

8,
40

0
－

－
－

－
－

　
公

営
住

宅
建

設
14

9
,9

0
5

3
4,

38
2

91
,7

5
0

58
,1

55
－

－
－

－
－

－

　
災

害
復

旧
40

,3
7
4

8,
08

5
40

,3
7
4

－
－

－
－

－
－

－

　
教

育
・
福

祉
施

設
2,

9
96

,6
88

1
7
9,

57
3

2,
16

5
,7

60
36

0,
70

0
47

0,
22

8
－

－
－

－
－

　
一

般
単

独
事

業
2,

4
28

,5
29

3
0
2,

76
1

1
42

,8
5
6

1,
72

2,
90

9
53

6,
82

6
－

－
－

－
25

,9
38

　
そ

の
他

10
,6

86
,5

50
1
,1

11
,2

0
7

4,
38

5
,3

84
3,

25
5,

54
8

2,
72

7,
11

8
－

－
－

－
31

8,
50

0

【特
別

分
】

6,
9
75

,0
81

4
9
8,

09
7

6,
25

5
,3

13
46

9,
59

1
25

0,
17

6
－

－
－

－
－

　
臨

時
財

政
対

策
債

6,
8
27

,9
27

4
6
1,

57
4

6,
10

8
,1

59
46

9,
59

1
25

0,
17

6
－

－
－

－
－

　
減

税
補

て
ん

債
14

7
,1

5
4

3
6,

52
3

1
47

,1
5
4

－
－

－
－

－
－

－

　
退

職
手

当
債

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

　
そ

の
他

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

　
合

計
23

,8
51

,6
77

2
,1

78
,3

4
1

1
3,

34
9
,6

47
6,

16
4,

84
5

3,
99

2,
74

8
－

－
－

－
34

4,
43

7

②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1
.5

%以
下

1
.5

%超
 

2.
0
%以

下
2
.0

%超
 

2.
5
%
以

下
2.

5%
超

 
3.

0%
以

下
3.

0%
超

 
3.

5%
以

下
3.

5%
超

 
4.

0%
以

下
4.

0%
超

(参
考

) 
加

重
平

均
 

利
率

2
3,

85
1,

67
7

16
,3

43
,3

90
2
,6

81
,4

7
3

1,
47

3
,1

17
41

1,
31

6
79

0,
93

7
58

4,
21

8
1,

56
7,

22
7

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

(単
位

：
千

円
)

地
方

債
等

残
高

1年
以

内
1年

超
 

2
年

以
内

2
年

超
 

3
年

以
内

3年
超

 
4年

以
内

4年
超

 
5年

以
内

5年
超

 
10

年
以

内
10

年
超

 
15

年
以

内
15

年
超

 
20

年
以

内
20

年
超

2
3,

85
1,

67
7

2,
1
78

,3
41

2
,1

65
,9

6
6

2,
18

7
,3

86
2,

17
6,

30
9

2,
06

1,
27

6
7,

21
2,

00
9

3,
66

1,
40

5
1,

68
1,

93
3

52
7,

05
2

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要
(単

位
：
千

円
)

特
定

の
契

約
条

項
が

 
付

さ
れ

た
地

方
債

等
残

高

－

契
約

条
項

の
概

要

該
当

の
借

入
は

あ
り

ま
せ

ん
。

市
場

公
募

債
そ

の
他

種
類

地
方

債
等

残
高

政
府

資
金

地
方

公
共

団
体

 
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
 

金
融

機
関
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⑤
引
当
金
の
明
細

(単
位
：
千
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
（固

定
資
産
）

6
3
,9
5
1

5
4
,6
5
6

5
2
,3
2
2

1
1
,6
2
8

5
4
,6
5
6

徴
収
不
能
引
当
金
（流

動
資
産
）

2
2
,1
5
8

2
2
,1
5
2

2
,3
5
9

1
9
,7
9
8

2
2
,1
5
2

投
資
損
失
引
当
金

1
4
,7
5
9

－
－

3
9
5

1
4
,3
6
4

退
職
手
当
引
当
金

2
,8
8
0
,1
1
8

－
－

1
0
0
,9
4
8

2
,7
7
9
,1
7
0

賞
与
等
引
当
金

1
5
7
,6
0
4

1
6
9
,2
4
7

1
5
7
,6
0
4

－
1
6
9
,2
4
7

合
計

3
,1
3
8
,5
8
9

2
4
6
,0
5
5

2
1
2
,2
8
6

1
3
2
,7
6
9

3
,0
3
9
,5
8
8

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高
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2.
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（１
）補

助
金

等
の

明
細

(単
位

：千
円

)

区
分

名
称

相
手

先
金

額
支

出
目

的

国
営

新
庄

土
地

改
良

事
業

負
担

金
山

形
県

1
9
7
,1

8
1

国
営

土
地

改
良

事
業

に
対

す
る

経
費

負
担

県
営

事
業

負
担

金
山

形
県

9
3
,4

6
6

県
営

事
業

に
対

す
る

経
費

負
担

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
等

建
設

整
備

費
補

助
金

社
会

福
祉

法
人

2
6
,8

0
6

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
建

設
費

償
還

に
対

す
る

支
援

－
－

－
－

そ
の

他
－

－
－

計
3
1
7
,4

5
3

最
上

広
域

市
町

村
圏

事
務

組
合

分
担

金
最

上
広

域
市

町
村

圏
事

務
組

合
1
,1

9
2
,5

4
2

一
部

事
務

組
合

に
対

す
る

ご
み

処
理

や
常

備
消

防
等

の
経

費
負

担

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

補
助

金
申

請
者

3
4
4
,4

7
4

農
業

・
農

村
の

多
面

的
機

能
の

維
持

保
全

療
養

給
付

費
負

担
金

山
形

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

3
1
5
,9

7
4

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
医

療
給

付
に

要
す

る
経

費
負

担

退
職

手
当

組
合

負
担

金
山

形
県

市
町

村
職

員
退

職
手

当
組

合
2
5
3
,3

8
9

市
職

員
の

退
職

手
当

に
要

す
る

経
費

負
担

森
林

・
林

業
再

生
基

盤
づ

く
り

交
付

金
補

助
金

申
請

者
1
6
8
,0

0
0

森
林

・
林

業
の

再
生

基
盤

と
な

る
施

設
・
機

械
の

整
備

等
の

支
援

臨
時

福
祉

給
付

金
支

給
対

象
者

9
3
,1

0
5

消
費

税
率

引
上

げ
に

よ
る

低
所

得
者

へ
の

影
響

緩
和

中
山

間
地

域
所

得
向

上
支

援
事

業
費

補
助

金
補

助
金

申
請

者
4
4
,8

8
3

中
山

間
地

域
の

維
持

保
全

農
業

者
の

所
得

向
上

農
業

次
世

代
人

材
投

資
資

金
補

助
金

申
請

者
4
2
,7

5
0

新
規

就
農

者
の

育
成

新
庄

農
業

水
利

事
業

農
家

負
担

軽
減

対
策

補
助

金
新

庄
土

地
改

良
区

3
5
,0

6
8

土
地

改
良

事
業

の
農

家
負

担
軽

減

新
庄

ま
つ

り
実

行
委

員
会

負
担

金
支

給
対

象
団

体
3
3
,5

0
3

新
庄

ま
つ

り
の

振
興

地
域
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3.
純

資
産

変
動

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
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4.
資
金
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支
計
算
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内
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に
関
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 81,744,382   固定負債 29,128,618

    有形固定資産 77,921,980     地方債等 22,015,574

      事業用資産 26,109,211     長期未払金 878,721

        土地 8,352,022     退職手当引当金 3,053,370

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 3,180,953

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 3,227,811

        建物 39,201,654     １年内償還予定地方債等 2,250,930

        建物減価償却累計額 △ 22,915,794     未払金 584,078

        建物減損損失累計額 -     未払費用 445

        工作物 3,163,819     前受金 86

        工作物減価償却累計額 △ 1,858,861     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 192,538

        船舶 -     預り金 137,714

        船舶減価償却累計額 -     その他 62,020

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 32,356,429

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 83,876,573

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 29,213,632

        航空機 -   他団体出資等分 15,638

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 166,372

      インフラ資産 50,494,061

        土地 5,457,568

        土地減損損失累計額 -

        建物 8,295,076

        建物減価償却累計額 △ 6,205,673

        建物減損損失累計額 -

        工作物 83,111,995

        工作物減価償却累計額 △ 41,495,987

        工作物減損損失累計額 -

        その他 1,859,957

        その他減価償却累計額 △ 1,189,274

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 660,399

      物品 2,926,901

      物品減価償却累計額 △ 1,608,193

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 7,466

      ソフトウェア 7,361

      その他 105

    投資その他の資産 3,814,935

      投資及び出資金 178,595

        有価証券 10

        出資金 178,585

        その他 -

      長期延滞債権 378,426

      長期貸付金 445,211

      基金 2,537,850

        減債基金 10,461

        その他 2,527,389

      その他 329,508

      徴収不能引当金 △ 54,656

  流動資産 5,295,791

    現金預金 2,860,498

    未収金 221,186

    短期貸付金 42,142

    基金 2,097,663

      財政調整基金 2,097,098

      減債基金 565

    棚卸資産 96,454

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 22,152

  繰延資産 2,449 純資産合計 54,678,579

資産合計 87,042,622 負債及び純資産合計 87,042,622

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 28,218,172

    業務費用 11,896,997

      人件費 3,083,287

        職員給与費 2,441,602

        賞与等引当金繰入額 189,483

        退職手当引当金繰入額 42,584

        その他 409,619

      物件費等 7,791,554

        物件費 4,207,650

        維持補修費 258,462

        減価償却費 2,946,092

        その他 379,349

      その他の業務費用 1,022,156

        支払利息 340,323

        徴収不能引当金繰入額 76,808

        その他 605,025

    移転費用 16,321,175

      補助金等 13,489,474

      社会保障給付 2,523,046

      その他 308,656

  経常収益 1,951,578

    使用料及び手数料 1,548,846

    その他 402,731

純経常行政コスト 26,266,595

  臨時損失 8,681

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 7,620

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,060

  臨時利益 80,888

    資産売却益 73,664

    その他 7,225

純行政コスト 26,194,387

55



【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 53,852,934 83,876,573 △ 30,039,169 15,530

 純行政コスト（△） △ 26,194,387 △ 26,194,495 108

 財源 26,170,390 26,170,390 -

 税収等 17,652,083 17,652,083 -

 国県等補助金 8,518,308 8,518,308 -

 本年度差額 △ 23,996 △ 24,105 108

 固定資産等の変動（内部変動） △ 834,879 834,879

 有形固定資産等の増加 2,320,775 △ 2,320,775

 有形固定資産等の減少 △ 3,240,125 3,240,125

 貸付金・基金等の増加 1,159,617 △ 1,159,617

 貸付金・基金等の減少 △ 1,075,145 1,075,145

 資産評価差額 △ 350 △ 350

 無償所管換等 834,328 834,328

 他団体出資等分の増加 - -

 他団体出資等分の減少 - -

 比例連結割合変更に伴う差額 23,277 33,919 △ 10,642 -

 その他 - △ 25,406 25,406

 本年度純資産変動額 833,259 7,614 825,537 108

本年度末純資産残高 54,686,193 83,884,187 △ 29,213,632 15,638

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 25,286,863

    業務費用支出 9,222,656

      人件費支出 3,274,487

      物件費等支出 5,036,567

      支払利息支出 340,323

      その他の支出 571,279

    移転費用支出 16,064,207

      補助金等支出 13,489,474

      社会保障給付支出 2,523,046

      その他の支出 51,688

  業務収入 27,442,826

    税収等収入 17,612,181

    国県等補助金収入 8,198,662

    使用料及び手数料収入 1,537,392

    その他の収入 94,591

  臨時支出 692

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 692

  臨時収入 3,385

業務活動収支 2,158,657

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,559,190

    公共施設等整備費支出 1,627,502

    基金積立金支出 437,651

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 494,037

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,354,079

    国県等補助金収入 385,056

    基金取崩収入 330,433

    貸付金元金回収収入 534,979

    資産売却収入 91,530

    その他の収入 12,082

投資活動収支 △ 1,205,111

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,331,413

    地方債等償還支出 2,261,003

    その他の支出 70,410

  財務活動収入 1,551,572

    地方債等発行収入 1,551,572

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 95,972

本年度歳計外現金増減額 14,094

本年度末歳計外現金残高 110,066

本年度末現金預金残高 2,860,498

財務活動収支 △ 779,841

本年度資金収支額 173,705

前年度末資金残高 2,577,709

比例連結割合変更に伴う差額 △ 982

本年度末資金残高 2,750,432
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連結財務書類における注記

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

ただし、取得原価と再調達原価の乖離が大きいものについては、再調達原価をもって取得原価

とすることも許容します。 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････-･････････････再調達原価 

なお、取得原価の判明・不明に係らず、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としてい

ます。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、一部の連結対象団体においては、原則、取得原価としています。 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券････････････････････償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価

③ 出資金

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用土地･････････個別法による低価法 

なお、一部の連結対象団体においては、先入先出法による原価法等によっています。 
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（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物    15 年～50 年 

工作物   10 年～75 年  

物品      2 年～20 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取

引及び重要性の乏しいものでリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイ

ナンス・リース取引を除きます。） 

･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･････････リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

④ 共通事項 

・減価償却は取得の翌年度から開始します。 

・耐用年数を経過した後においても存する場合は、原則として備忘価額 1 円を計上しますが、

無形固定資産については備忘価額を計上しません。 

・土地、立木竹、美術品・骨董品、歴史的建造物、建設仮勘定については減価償却を行いません。 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

  未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により（または、個別に回収可能性を検討し）、

徴収不能見込額を計上しています。  

長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不能欠損率により（または、個別に回収可能性を検

討し）、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去 5 年間の平均不能欠損率により（または、個別に回収可能性を検討

し）、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

山形県市町村職員退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当

として支給された額の総額を控除した額を、退職手当債務（期末自己都合要支給額）から控除した

額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務を計上していま

す。 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース料総

額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･････････通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

･････････売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

･････････通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲  

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで

います。 

 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

（９）連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

   決算日と連結決算日の差異が３ヶ月を越えない連結対象団体については当該連結対象団体の決算

を基礎として連結手続きを行いますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必

要な処理を行います。 

 

（１０）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額が 50 万円以上の場合に固定資産として計上しています。 

美術品については、取得価額に関係なく、すべて固定資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の取

得価額等のおおむね 10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

  ③ 子ども子育て支援新制度における施設型給付費について、市立保育所（泉田保育所、中部保育

所）に係る 128,960 千円を収益費用及び収入支出より控除します。市立保育施設の施設型給付費に

ついては、市が扶助費として支出した給付費を、法定代理受領により市が負担金として収入する制

度となっています。市の内部で起きている収支であり、一般会計の中で相殺消去しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

  該当事項はありません。 
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３ 重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 

４ 偶発債務 

  該当事項はありません。 

 

５ 追加情報 

 

 （１）連結対象団体 

全体財務書類の対象範囲に、連結財務書類では次の連結対象団体が加えられています。 

    団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

最上広域市町村圏事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 42.29％ 

山形県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 0％ 

後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 2.84％ 

山形県消防補償等組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 4.46% 

新庄市土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

一般財団法人新庄市体育協会 第三セクター等 全部連結 － 

株式会社新庄卸売流通センター 第三セクター等 全部連結 － 

  連結の方法は次のとおりです。 

  ① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

す。 

  ② 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 

  ③ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務運

営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。

また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、出

資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象とします。ただし、出資割合が 25％未満であっ

て、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としません。 

 

（２） 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（３） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです 

ア 範囲 平成 30 年度予算（平成 31 年 2 月 28 日現在）において、財産収入として措置されて

いる公共資産 

イ 内訳 なし 
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